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1,物件の表示

Z・ 賃貸惜期間

賃貸惜期間 以後自動更新1翔問内解約違約金 金 円

8.賃料その他金銭の額

4.賃料等の支払方携

5,連帯保証人の保証舘固

極度額 賃手!と 共益費の24ヶ月

5.契約条件の詳細

ペット飼育 ペット飼育 :不可
※ペットを飼育した場合、乙は退去に際財 要に応して、壁紙〕下地材・昼表・

床材の交換および消臭処理等の費用を負担しなければなりません
`

7.特約事項

貸主(以下「甲」といいます。)と、借主(以 下「乙」といいます。)は、頭書建物(以下「賃貸住宅」といいますD)に関し、以下の

契約条項によつて賃貸借契約 (以下「本契約Jといいます。)を締結したので、その証として本書を2通作成し、
甲`乙が各々1通を所持し、連帯保証人 '建物取引業者はその写しを所持するものとします。

賃貸借契約条項 (建物・居住用t普通型)

第1条 I織則】
甲は、頭書に表示する賃貸住宅の賃貸十日L契飛Lを以下のとおり蹄結した。

第2条〔賃貸住宅の1吏用】
1.乙 は、賃賞住宅を居住以外の目的に使用してはなりません。また、入居申込書に記栽した者以外に使用させてはなりません。
2.る は、賃貸住宅を善良な管理者の注意をもつて使用しなければなりません。

第3条 I借生の条件I

暴力団構成員、同準榛成員、暴走族または反社会的集回の構成員等は、本契4Lを締結することはできませ協
第4条【契#0期 間}

1.本契澪|の契約期間:よ頭書のとおりとし、甲はその開始日までに乙へ賃賞住宅を引き渡すものとします。
2.頂書の契約期間の開始日よりも前に、甲から賃賞住宅の引滋し(鍵の引渋しlを受けたときは、乙はその引渡しのときから第2条

第2項の義務執 うものとします,

3.乙 は、事前に甲の承諾を得ている場合を除き、契約期間の開始日からとか月以内に入居しなければなりません。
4・頭書の契舶翔間満了と同時に本契約を終了させようとするときは、甲は

=当
4事由を要しうか月前までに、乙は任意に1か月前

までに、相手方へ書面によつて通知しなければなりません。なお、甲乙いずれからも書面による別段の意思表示がないときは、
本契約は同一の条件によって二年間自動更新さ脇 ものとし、以イ費も同様とします。

第5条【家賃等】
1.本契約の家貰 .共益費・駐車科清よびその他これらに準ずる費用 (以下家賃等とい峰ヽます)は頭書のとおりとし、乙は頃善に記栽
された家賃等を、記裁きヤ■た期日までに、記載された方法によ́〕て支:ムうものとします。ただし、標込手数料・口座綬誉手数斜等は乙が 負ギ里します。
2.家賃等は月初めから月末までを1か月とし、契約期間の開J合 日お宝月の途中となるときは、日剖計算した額をその月の家賃等とします。
また契約翔間の後了日が月の途中となるときlよ 、終了日が15日 以前のときは半月分、16日 以降のときは1か月分をその月の球賃学とします。
3.乙が家賃等の支払を遅延嚇 、甲は支払日までに延常額に対して年14.6,tの割合の選延損害金を、家賃等と共に請求することができます。

第6条【家費等の変更]

家賃等が、経済情勢の変動また,ま近俳建物の家賃等との比餃によつて不相当と認めら脇 ときは、甲および乙は協議の上で家賃等を友`更する
ことができます。

第7条【敷金・保証金】
1.乙 Eよ、本契約に基づく債務の履行を担保するために、敷金または保証金として覇書に認載された金額を本契約締結と同時に甲へ預託
するものとし謝 尋ただし、甲は数金または保証金1軒岬息をつけません。
2。本契約終了によつて乙が賃貸物伴を甲へ明け渡してから40日 以内に、甲は預託凱 た敷金または保証金を乙へ返還じ校ければなり
ません口ただし、姦賃等・修簿費,諸費用・慣吉金隼乙の甲に対する未払い債務があるときは、甲はこれを控除することができ簿 ё
3.本契約の契約期間内において、乙は、敷金または保証金をもつて家賃等その他本

~契
約に基づく乙の債務の弁済に当てることは

できませれ また乙は、敷金または保証金に関する償権を第二者へ讃渡し、または他の漬務の担保の用に供してはなりませ猛
第S条【キし金。→岬 l金】
乙は、本契約締結と同時に頚書に記載された礼金または椎 fl「金を甲へ支|ムうものとします。甲は、キし金または権利金の遁還義務を負いませんD

第9条 I翔間内白ひ約違約金】
1.乙 Fと頑書の契約期間満了の日よりも前において、第■9粂第▲項および第2項に基づき本契約と解約しようとするときは、または第17条および
第18条に基づき甲から本契約を解除されたときtま、頭書に記載された期間内解約違約金を甲へ支払わなければなりません。なお早は、乙の
持つ獣金返還請求権とこの進約金を、対等額について相殺携 ことができます。
2.第 4条第4項によつて本契■つ力t自 動更新された塀合、乙は前項の期間内解詐与達約金の文仏義務を負 v｀ません。

第10条【費用負担】
甲およこド乙は、それでれ次の費用を負担するものとします。
①甲の負担 イ.賃貸住宅およJその敷地に関する公狙公課 、口,賃賞陣宅の建物火災保険料 、ハ.賃賞住宅に係め膨繕積立金
②乙の負担 イ.賃貸住宅の専用部分に係る借家人・個人陪 1賞責任保険料 、日.賃賞住宅の専用部分に係る電気,ガス4水道等の費用・町内会費

ハ.賃貸住宅に専用環ヤ地がある場合は、その数地の維待管理に係る費用 、 二.賃貸住宅とその数地の除雪に係る費用
第 1上条[保険のカロ入及び更新】
乙は、失火コ破裂・爆発・水漏れ事故等により、甲および第二者に対する賠償責任を負つた場合のために「憎家人・個人階償責任保険」または「それ

と同様な保険等Jにカロ入い掛けれtJIなりません。なお、本契約の期聞中は過去するまで、この保険契約等〕宝継綻するように更新し
'rけ

ればなりません。
第12条【保証委託契約」
本契約に、乙の保君正委託契約を付帯する場合は、乙韓その契約に必要な保証料等を負担し、本契胸の契和期間中は保証委託契約と継綻しなければ

なりません。なお、乙の保証委託契約′″【保証会社の都合により構続できなくなつた場合には、乙のその負担により新触 保証委託契約を吾昨結するかヽ、甲が
承譜する連帝保証人と早との連帯保証契約を締結させなけれr記期ません。
第18条 I管理規約等の遵守】
賃貸住宅における「管理規詢」その胆別に定める「使用細則」・「館内規則」等は電本契約と一体としての勲力をもち、乙はこれを連守しなければなりません。

第14条1甲に対する通知】
次の各号に該当するときは、乙はただちにその言を甲へ通知しなけヤしばなりません
①賃貸住宅が汚損・破1負もしくは減失したとき、また,とそのおそ芹めくあるとき
②全入居者が引き綻きlヶ月以上にわたり長期不在のとき、または現に居住してないとき
③るの動務先 ,職葉等に変更があつたとき
③連帯保証人の勤務先・Ч散崇 1位所・連絡先等に変更があつたとき
⑤乙お`法人のナ場合、ス居者が変更または退職するとき
③乙または連帯保証人おく死亡し、後見開始、保佳開れ合、もしくは稲,助 開Я4の審判を受けたとき、賃貸住宅内の家財道具等の差押えがあつたとき、
または破産の申立て、もしく|ま民事再生手航の開始決定があったとき

第15条 I契約期間中の修繕 L

甲は、乙が賃昔住宅を使用するために必要なし夕繕を行わなければならないGこの場合の修繕に要する費用は、乙の責めに帰すべき理由により必要と
なつたものはるが負担し、その他のものlま 甲が負担するものとするa

2.前項の規定に基づき甲が彦終を行う場合、甲lよ 、あらかじめその旨を乙に通知じなければならない口この場合において、乙は、正当な理由がある
場合を除き、当該修椿の実施を権否する事ができな|、

8.乙 1ま、賃貸住宅内に破損個所が生したときは、甲にその旨を速やかに通知日ぢ繕の必要について協議するものとする。その拒知が遅れて甲に損害が
生じたときは、乙はこれを賠償する。
4.前項の規定による通知お:行われた場合において、修繕の必要が認められ引こもかかわらず、甲が正当な事由なく惨繕を実古とし

'rぃ
ときは、乙,ま 自ら

修繕することができる。この場合の修繕に要する費用は、第二項に堆ずるものとす乱
5.乙 は本項第一号から第二号に協げる修ど繕は、甲への通知および甲の承諾を要することなく、自らの負担において行うこと力宝できる。
①竜球。当光管,tED照 明,電池の取審 ②陣千撤の張替え、ホすま紙の張替え ③長の取替え、裏返し
④蛇口のゴムパッキン、風呂塀等のゴム性、鎮の取替え ③その他費用力ゝ怪撒な修繕

第A6条【甲の契約解除権 I

甲は、乙または乙の同居人力:次の各号に護当するときは、本契約を解除E~ることができます。また乙1ま、本契加を解除された場合、ただちに賞借
住宅を甲へ明け渡さなければなりせんE

①賃営住宅の入居申込者等に蔵偽の事項を記載し、その他不正な手段によつて貿貸住宅に入居したとき
②家貿等の支払いと2か月以上帯杵llザJしたとき
③家賃等の支払いとしばしば遅延し、その支払能力に欠けるもの、または甲乙間の信頼関係を壊し、それが回復できな予ヽ1)のと認められたとき
③第14条各号に譲当するにもかかわらず、甲へ涵知し′チメJ凸ったとき
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項 目 金額 項 目 銀

賃料 月額 0岡 敷金・保証金 0円
共益費 月領 0円 ネし金 0円

月領 円 償却金 0円
月 額 円 更新料 0円
月 額 円 その他預り金1 円

月額 円 0円
月額 円 0円

<退去時費用>
過去時 ― 円

過去時 田

退去時 ― 円

退去時 円

支払方法 毎月 日までに翌月分を支払うものとする

指
定
金
融
機
関

銀行名 支店名

口座 樹 II 口座番号

ラリガナ

名義人
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0賃貸住宅を汚損 '破損 4ま溜ま減失させ、財産上の価値壱!著しくЬ政フ少させたとき
⑥第2条・第17条の定めに芝反したとき

⑦共同生活の秩序を著しくみだ眈 とき
①暴力回構成員・同攀構成員・暴走族・反社会的集回の構成員等であるととが判明し、またはこれらの者を出入させたとき

③賃賞住宅または賃貸住宅の近隣において、暴力回.暴走族または反社会的集回の威力を背景にする等して、組野またI土乱暴な言動によつて
′
J■の八居者・管理人,出入者等に迷惑を与えたとき
⑩暴行・傷害・脅迫・恐喝・逮捕・監禁・凶:1準備集合`賭博・売春rノミ行為・麻薬・艶離訂・拳錨・火薬類に関する犯罪を敢行したとき
④乙が法・人又は事業者の場合、一回の不渡りを出し、もしくlよ

'民

行取BIの停止処分を受け、または差押・傾差押・仮処分・強制執行・民事再生`破産・
待】

'l清
算・会社更生`解す汝1学の状館が生じたとき

⑫その他本契約に関して、重大な連反を眈 とき
第17条 1禁止又は、箭隕される行為〕
1.乙は、甲の書面による承諾をl尋在 となく、本勅伴の全部又成一部につき、貨借権と譲渡し、又は転賛してはな|ダがし、
2.次の各号に携li/る行持をするときは、あらかじめ甲の書面による承諮を受けなければなりません。
O出生による場合を除き、入居申込書に記報 れていない者を同居させようとするとき
②賃賃住宅またlまその敷地の模様替え・増改果Hまたは工作その他原状を変更しようとするとき                         い

③賃貸住宅内で、煙突の無い灯油ストープをしようとするとき
④賃貸住宅の鍵を交換、複製、またほ追加しようとするとき

第二8条顔4会勢力でないことの確舶】
甲及びるは、それぞれ相手方に対吹 法の各号に定める事項を確約す乱
①自らが、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成3年法律第7?号)第2条第二号に規定する暴力日、暴力団関係企業,継会屋著しくは
これらに輩ずる者又はその帯戚員(以下総弥して「反社会的勢力」という口)ではないこと
②甲又は乙が法人の場合、自らの役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又庄 れらに野_自ずる者をいう。)が反社会的勢力ではないこと
③反社会的勢力に自己の名義新 り用させ、この契約を締結するものではないこと
④自らヌは第三者を利用して、次の行おをサFVヽこと
イ.相手方に期

‐
る脅追的な言動スは暴力を用いる行為

口.偽計又
'主

成力を用いて相手方の業務を妨害し、又世信用を星暗員す術 為
2,るは、甲の承許の有無にかかわげ 、本物件の全部又は一部につき、反社会勢力に賃借権を譲渡し、又は転貸して:よならな↓滝

第19条【白写納予告】
1.甲 またはるのどちらかが本契約を契約期間内に打辞]しようとするときは、甲は正当な事由を要し、6か月前藤てに、乙Eよ任意に1か月前までに、相手方ヘ

書面によって通知しなl,ればなりません。
2.乙 は、前項の予告期間に代えて、予告期間未経過分の宗賃等相当領と甲へ支払うことによって即時に解約できます。
3.乙 お宝解約の申し入れをした後(甲が特別にユ講眈 乙の口覇による解約の申入れを含む)は 甲の書面による承諾なくしてこれを撤回することはできません

第卿条【明渡じ】
1.乙 は、日渡し日と10日 前沖 に甲に通知のと、本契約が終了する日までに甲へ賃貸住宅を明満きなければなりません。
2.乙 ,ま 、賃賞住宅の明渡にともなって次の各号をあられモめ行わなければなりませんロ
①Ziおよびるの同居人すべての者り退去 , ②乙が徹入したすべての家財・物品等の搬出
③賃貸住宅またはその数地の清掃およびゴミ,汚物等の撤去 処ヽ理 、 ④賃賞住宅の礎の返,量 、 ⑤電気Ⅲガス・水道,X「れ臼羊の清算
3.乙力宝賃賞住

~七
またはその数地に残留院 物品等は、乙お`その所有権ナど放棄したものとみなし、甲は任意に処分て竜るものとしますaただし、処分に係る

費用は乙の負担とします。
1.乙の費用で賃貸住宅またはその数地に付力Лした一切のた作について、ZJは 甲にその買い取りを請求することはできませんじ
5.乙は、甲乙聞で合意したものを除き、甲に封して名日の如何を問わず立退き科等の金鶴の請求はできません。

第21条【明渡し時の原状回復】
貨貸物件のコ月渡し時において、乙は、通常の使用に伴い生した賃賞住宅の損耗汲び経年劣化を除き、賃貸働件を原状回復しなければならデょい
ただし、自然災害等 乙ゝの責めに行することができない事由により生したものについては、原状回復を要しない
2,甲 及び乙は、本契約時に消いて、本契約に脇 明渡し時の原状回復の条f牛についてはB硼表の記轍によること締 認する
3.甲 及び乙厳 賃ゝ賞住宅の明渡じ時において、露u表の規定に基づいてZJが行う原状回復の内零及び方法について協議するものとするげただし、
原状回復の方法は、別表に待段の定めが強い限り、平が工事の手配等締 もの≧し、乙は、自らの負担部分に係る費用を甲に対し支払うものとする

第22条【一部滅失等による賃料の減額等】
賃賞住宅の一部が減失そのlLの事由により使用できなくれ た場合において、そ∴が乙の責めに帰すべき事由によらないときは甲及び乙は、その
使用できなくなった部分の釘合に蘇して賃料滅額の要否や海庫、期間h賃料の減額に代若する方法その他必要な事項について臨議するものとす乱
この場合において、賃料を減額するときは、その使用できなくなつた部分の割合に応じるものとする。
2,賃賞住宅の一部が滅失その他の事山により使用できなくなった場合において、残存する部分のみて'|ま乙が営f首鮨た目的を達することができない
ときは、乙は、本契約を解l府

'る

ことおヨでき孔
第23条 【明渡し選廷による損害金】
ホ契約の終了日までに賃貸住宅を明lナ漬さない場合、乙はよの各号に記裁する損害金を甲へ支オムわなければなりません。
①明渡し遅延によって損害を受けた者に対する損害金
②本契約の終了日の翌日から起算し、明渡しの日までの家賃等相当額の2倍の遅に損害金

第24条 【連帯保証人】
1.連帯保証人は、本契約から生酪 乙の債務を負担するものとす為 第4条4項の定めによつて本契約が自勇lf更新された暑合においても、同様とする。
2.甲 は、連帯保証人お争死亡・所在不明・資力1丘下等の事由によって保証の責を呆たし得すと予ヽと認わたときは、乙に対して連需保証人の追力Πまたは

変更を請求することができ簿 こ
3・連帯保証人の変更は、甲の承諸を必要とします
4・i菫帯保証人の負担lま 、極度額を限度とす為
5,連帯保証人からの請求があったときは、早は遅滞なく、賃料等の支払い状況や損害膳償の額等、乙の全ての債務の額等に関する情報を提供
げよければならなとヽ
8,本契約ド事業用不即J荏賃貸f告乳約で、かつ連帯保証人お電法人以外の器合 借ゝ主は連帯保韮人に対して保証委託走するにあた芽群M65条 10第 1項
に定める次に傷げる事項の情報を提供したこと、速常保証人に提供した情報は正確てあることを保証する。
①乙の財産及び収支の状況 、②乙が主債務以外に負担している償務の有無並びにその額及び履行状況
③乙ガ

`主
債務の担保として他に提供し、又は提供しようと十るものがあるときは、その旨及びその内容について甲に担保を提供していない事実

第26条 【契約のユ湾減,                ‐

ホ契約は、天災・地変・火災その他甲乙双方の責めに帰さない事由により、本物件が厳失昧 場合、当騰に削灘するものとし章 d

第26条 【賃貸住宅への立ち入り】
二.賃貸住宅の借主となろうとす稿 しくは賃貸住宅の所有者たなろうとする者お`賃賞住宅の現状確認とするとき、または甲もしくは甲の指定する者が
賃貸住宅の運営・管理のために必要なときは、乙の同意のもと賃貸住宅に入る事ができ章 s
2.甲 または甲の指定する者は、賃賞住宅の保全・術生・防犯◆防水その他運営、管理 卜で緊急善要する場合、乙に無断で賃貴住宅に立入ることが
てきます。この場合甲または甲の指定する者は、事後すみやかに乙へ通知しなけれlttfりません。

第27条 【代理人契約】
甲または乙は、代理人をもつて異的することが蝶 ます。この場合、イt理人の行為一切について甲またはZjはその責をおうものとじます。

第28条 【管借裁判所】 ・ ・

本契約に関して甲乙間に沿争が生したときは.賃賞住宅の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。
第29祭 【巨義!協議,

本契約|こ定めのない事項に関して疑義が生したとき,ユ 、民l法その他関係法規およtF不動産取ヨIの慣行に従い、甲および乙lま講意をもつて鶴識し解決を
図るものとします。

3

用U表 (第 21条関係 )

【原状回復の条件について】
本鞠僻の原状回復条件は、下記Дの「例外としての特命ヽヨJによる以外は、賃貸住宅の原状回復に関する費用負担の―般原日lの考え方によります。すなわちヾ
・借主の故意 ,過失、書管注意税務違反、その他通常の使用方法を超えるような伊_用 による損幸と等については、倍主が負担すぺき費用となる.

なお、議災等の不可抗力による損耗、上階り居住者など借主と無関係な第二者がもたらした損耗等については、借主が負担すぺきもので世なVL
・建梅・設鯖等の自祐的な劣化・損耗等鶴年変化)及ぴ借主の通常の使用により生ずる損耗等(通常損納については、貸主が負担すべき費用と

'お

るロ
ものとします。その具体的内容は、日土交通省の「原状回復をめぐるトラノルとガイドライメ再改訂版)」 において定められた別ま1及び朋表2のとおりですが、
その極要は、下記Iのとおりです。

I 本鞠件 の原状回復条件

化だし、民法第90条並びに消費著契約法第B条、第3条あ2、 第9条及び第10条 に反しない内容に関して、
下記Ⅱの「例外としての特約Jの合意お宝ぁる場合は凸その内容によります。)

1貸主・借圭の修繕分担表

2借主の負担単位
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4

貸主の負担となるもの 借主の負担と
'aる

もの

【床(畳 ,7ローリング・カーズゥトなど〉】
1.畳の裏返し、表琴えl特に破損していないお:、 次の入居音́確保のために行
うもの〕
2.フ ロージングのワックスがけ
3.家具の設置による床、カーペノトのへこみ、設置跡
4.畳の変色、フロープングの色落ち(H無、建街構造欠陥による雨漏,テrどで
発生したもの)

1.カーペット るシミ、力ど(こ ぼした後の手入

れ不足等の場合)

2.冷蔵庫下のサピ取 ナピを放置呟 床に,巧 1貝等の損害を与えた場合)

3.引赳作業等で生Ьた引っかきキズ
4.フローリングの色落ち(借主の不注意で雨おヨ吹き込んだととアrどによるも
の)

I壁、天丼lクロスなど〕】
1.テレピ、市キ蔵庫等の後郡藍面の暴ずみくいわゆる電気ヤケl

2.壁任貼つたポスターや絵画の跡
8.監等の画勢〔、ピン等の穴(下地ボードの張替えは不要な程度のもの)

4,エアコン(借主所締 設置による壁のビス穴、跡
51クロスの変色(H照などの自然現象によるもの〉

l.借主が日常の清掃撚 つたための白′ノイのllttF翻咀便用後の
手入れかt悪く、ススや油お宝付着している場合)

2.惜主お宝結露を放置助筐■で拡大したカピ、シミl貸主に遇矢日も
せず、かつ、拭き取るなどの手入れを怠り、壁等を席食させた場合)

3.クーラーか|ぅ水滞れし、借主が放置したため壁が簡食
4.タパヨ等のヤニ、臭い(喫煙等によリクロス等が変色したり、臭い力`
イ↓昔じている船 )

5,壁学のくぎ穴Ⅲネジ穴値 量櫛をかけるためにあけ益 ので、下
地ポードの張替えが必要な程度のもの〉
6.借主がズ井に直接つけた照明器具の跡
7.導書き等の被意による毀損

【建具等、襖、柱等】
1.網戸の,民琴え特 に破損はしてないお雪、次の入居者研虐保のために行うもの〕
2.地震て破損研留巧 ス
3.網入リガラスの亀裂(棒造により自総に発生晩 もの)

1.飼育ペッ‖こよる柱等のキズ、異い(ペット1球る柱、クロス零にキパか付
し琉iり、臭いおヨ付着している塀斜
2.落審き等の故意による毀損

【設備、その他】
1.専 F日業者による全体のハウスクリーエンЖ借主が通常の清掃を実施して
いあ給釣
2.エアコンの内部中 の臭いなどお:付着していない場合)

3.消毒(台所・トイレ)

4.潜槽、風呂釜等の取苔旭殿損等lましていないが、次の入居者確保のた
めに行うもの)

5.餞の取替Ж融子員、鍵紛失のない▼,台l

6.設備機器の故「̀
ま
、使用不能棚 の寿命によるもの〉

1,ガスコンロ回き場、撲気国等の油巧゙れ、すす(借主が潮融手入れを
念った結果,弩損が生した場合〕
2.風呂、トイレ、洗面台の水垢、カピ等(借主が清掃・手入れを怠った結果
汚損が生した場合)

3.日 常の不酒切を手入れ双は用法違反によ3設備の毀損
4.姜の紛失又は破損による取誉え
5.戸建賃貸住宅の庭に生い茂つナヒ孝程草

負担内容 借主の負担単に 経過年敵等の考慮

床

毀
損
都
分
の

補
修

畳
原則一枚単位
毀損部分が複数枚の培台はその散難分(裏返しか
表替えかは玉毀慣の程度によ渤

(畳表)

経過年数は考慮しない
`

カーペット
クッション
フrtァ

期 幹か観蝸 F′r嚇合は駆 全膵 〔畳床・メ
'―

ペット・ククシヨンフロア)

6年で残存街値1円とイ馬 ような負担割合を算定する,

フローンング

原則nf単位
毀損等力曳複数箇所の場合は、居室全体

レロー)ンハ
補修li樫過年数を考億しなし、
〔フロー)ング全体にわたる毀損等力宝ぁり、
は、当議建鞠の耐用年数で残存価値1円

釧合を算定す乱 )

張り替える場合
となるような負担

壁

天

井

ク

ロ

ス

毀
f員

都
分
の

捕
修

壁(クロヌ)

固所を含む一
但としてもやむを

えないとする。

睡 〔クロス〕〕
6年て'残存価値1円となるような負担書H合を算定す益

タパコ等の
ヤ=、 臭い

喫趣等により当諏活璽全体においてク陣ス等がヤ=
で変色したり臭いが付着した撮合のみ.居室全体の
クリーエング又は張替え費用を借主負担とすること
が妥当と考えられる。



寸

連

具

柱

ζミ

鳳
郎

分
の

構
ゆ

模
1枚単位 l快紙、障子滑R)経過年数は考感しなし、

柱

1本単位 【観、暉子等の騨具部分、柱)経過宇歎は考慮しない。

設
備

そ
の

出

設
備
の

補
修

聯 牌 補修部分、交換キ劇当費用

補修部分、交換相当費用 呻
耐用年数極過時点で残存価値1円となるような直線似 は
山翻 を想定し、負担書1合を算定する。

カ
ギ
の

返

剖

盤

補修部分
紛失の場合は、シタンダーの変換も含む。

能の紛失の場合は、羅B・日午致は考息しなし、交換費用柄
当分と借主負担とする。

通

常
の

清
掃
X

クリーエング
※通常の滞緑や
過去時の清情を
意つた場合のみ

部位ごと、又は住戸全体 経過午教は考慮しなV、 借主負担となるのは、通常の酒掃
を実飽していない場合で、部位又は,住戸全体の清掃費
用相当分を借主負担と携 。

契約締結日 年   月  日

」〓ム．ｉ

，い・・．．．・・・ｉ・・，】…
〓・♂

れ
．…
．．∬

上〓…
，ゴ

．∝
　
　
　
一い
う
∞
．Ｏ
Ｚ

191)

0 7  8  0 10 ヽ g4 E
捧工単嗽

〈年)

Ⅱ 例タトとしての榊

源状回復に関する費用の 世原則は上記のとおりですが、措主は、
"外

として、下記の費用については、

借主の負担とすることに合意じま引にだし、民法第90条並てドに

'肖

費者契約法第8条、第8条の2、 第9条、及び第10条に

反しない内暮に限ります。)

(括 1に内は、本来は貸主お宝負担すべきものである費用を、特別に借主お宝負担することとする理由口)

=ハウスクリーニング料

契約終了時に、本件貸室の持損の有無及び程度を間わず、貸主が専門業者による清掃を実施するため

甲代理人 :株式会社ファクターナイ〃 ―ビス ⑨

乙 ③
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名
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氏

住所 〒 0640802本 L幌市中央区南2条西25丁 目1-2

氏名 株式会社ファクター・ナインサービス 代表取締役 高橋宏弥   T趾 011ヽ12-0099 ①

師
購 ⑩

所

奉

住

氏 ⑩

住所

氏名 実印 デ

朝
氏名

TEL
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TEL
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登燥番号

氏名

( )第 号

⑨

取叡業者
取扱店

取級担当者
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